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国土技術政策総合研究所我が国のインフラ分野に関係するCO2排出状況
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※１ インフラ分野に関係する排出量については「日本の温室
効果ガス排出量データ」（1990-2020年度確報値）、「総合
エネルギー統計」、「自動車輸送統計調査」及び「普通鋼地
域別用途別受注統計」（いずれも2020年確報値）に基づき
試算。なお、鉄鋼以外の金属材料の製造や土砂以外の建
設廃棄物の処理など、インフラ分野に関係するがその他に
含まれているものがある。

我が国のCO2排出量全体の概ね３分の２が、インフラ分野に関わりのある排出。

このうち、「建設機械からの直接的排出」及び「主要材料の生産、建設輸送というサプライチェーン
を通した間接的排出」による約13％が、インフラ等の整備が直接的に関わる排出源。
また、「道路利用」や「鉄道・船舶・航空輸送」、「家庭やオフィス等」からの排出量が約半分を占め、
インフラの整備やインフラによる再生可能エネルギーの創出などにより削減に貢献できる排出源。

※１

出典：社会資本整備審議会 第32回技術部会 資料3, p.44, 2023年2月16日
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001587784.pdf



国土技術政策総合研究所我が国のインフラ分野に関係するCO2排出状況

建設業における建設現場でのCO2排出量（Scope1+2）は全排出量の約0.7%（2020年度）
一方、建設材料や建設関連貨物などサプライチェーンを含めた建設現場におけるCO2排出量
（Scope3）は、全排出量の約１割強※1

Scope1：事業者の直接排出、Scope2：事業者の間接排出、Scope3：サプライチェーンにおける排出
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出典：社会資本整備審議会 第29回技術部会 資料4, p.2, 2022年8月2日
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001493862.pdf
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国土技術政策総合研究所国総研における環境研究の実施方針

住宅・社会資本分野における唯一の国の研究機関として、以下の基本方針のもとで研究を実施

• 技術的専門家として行政の視点も踏まえ、国土交通省の政策展開に参画する
• 研究活動で培った高度で総合的な技術力を実務の現場に還元する
• 国土・社会の将来像の洞察と技術開発の促進により、新たな政策の創出につなげる
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「国土交通省環境行動計画」（令和3年12月改定）
・環境基本法に基づく国の「環境基本計画」を踏まえた国土
交通省の環境配慮方針
・従来の「国土交通省 気候変動適応計画」を統合する形で、
一体的に改定
・計画期間は、令和12（2030）年度まで

「国土交通省環境行動計画」に示された環境施策の
４つの柱に基づき環境研究を実施

①気候変動緩和策の推進
（省エネ・再エネ・吸収源 等）

②気候変動適応策の推進
（自然災害・水資源・水環境・国民生活 等）

③生態系の保全・持続可能な活用等の推進
（グリーンインフラ・水循環・海の保全再生 等）

④３Ｒ、資源利活用の推進
（建設リサイクル・下水道資源活用 等）



国土技術政策総合研究所

• 分野ごとの研究部・センターにおいて、本省各部
局と連携し、分野別の環境研究を推進

国総研の環境研究推進体制

• 研究所の分野横断的な研究推進組織として、
「研究推進本部」を設置し部門間の連携を推進

• 令和5年7月から気候変動適応研究と環境研究
の２つの横断的研究組織を統合・再編
→ 「グリーン社会実現研究推進本部」を設置

7令和5年7月現在

国総研 研究部等 対応する本省部局

河川研究部 水管理・国土保全局

下水道研究部 〃 下水道部

土砂災害研究部 〃 砂防部

道路交通研究部
道路構造物研究部

道路局

都市研究部 都市局

建築研究部
住宅研究部

住宅局

港湾・沿岸海洋研究部
港湾情報化支援センター

港湾局

空港研究部 航空局

社会資本マネジメント研究センター 大臣官房技術調査課など
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国土技術政策総合研究所

その他

Ⅰ-１-９
地球温暖化緩和策に資す
る国際貢献、国際展開

Ⅰ-１-１０
政府実行計画に基づく環
境対策の推進

Ⅱ-５
気候変動適応策に資する
監視・予測情報の提供

Ⅱ-６
気候変動適応策に関する技術
力を生かした国際貢献

Ⅰ－１－８
水素社会の実現、次世代
エネルギーの利活用拡大

Ⅳ－３
下水道資源の有効利用の
推進

Ⅳ－４
効率的な静脈物流システ
ムの構築

Ⅳ－５
環境及び安全に配慮した
シップリサイクルの推進

Ⅰ－１－４－２
鉄道車両・船舶・航空機
における脱炭素化の推進

Ⅱ-１
気候変動適応計画の推進

住宅・建築 まちづくり・インフラ 人流・物流

緩
和
策

CO2
固定

CO2
削
減

再
エネ
普及

適応策

自然
共生

循環
３Ｒ

Ⅰ-１-３-１
各インフラ分野における脱炭素化の推進

Ⅰ-２
吸収源対策、カーボンリサイクル

Ⅰ-１-３-２
インフラ整備における脱炭素化の推進

Ⅰ-１-４-１ 次世代自動車の普及等

Ⅰ-１-６
グリーン物流の推進

Ⅰ-１-７
再生可能エネルギーの導入・利活用拡大

Ⅱ-２
自然災害分野における適応策の推進

Ⅱ-３
水資源・水環境分野における適応策の推進

Ⅱ-４
国民生活・都市生活分野等における適応策の推進

Ⅲ-２
健全な水循環の確保

Ⅲ-３
海の保全・再生

Ⅲ-１
グリーンインフラ等を活用した健康でゆとりある都市・地域空間
の再構築、生態系ネットワークの保全・再生・活用等

Ⅳ-２
既存住宅流通・リフォームの促進

Ⅳ-１ 質を重視する建設リサイクルの推進

Ⅰ-１-１
住宅建築物の省エネ対策の強化

Ⅰ-１-５
スマート交通の推進

Ⅰ-１-２
都市における省エネ・省CO2化等の脱炭素に配慮したまちづ
くりへの転換

該当する研究課題数

10件以上

10件未満

0件

国総研における環境関連の研究課題の分布

カーボンニュートラル
に貢献する研究
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国土技術政策総合研究所カーボンニュートラルに貢献する研究課題の例

住宅・建築 まちづくり・インフラ 人流・物流

CO2固定

•①中大規模建築物における
木材利用促進に関する研究

•ブルーカーボン生態系の環
境価値に関する研究

•②沿岸環境保全技術におけ
る炭素貯留効果を最大化す
る手法の開発

•GIとしての緑の機能評価手
法及び整備･管理手法に関
する研究

CO2削減

•既存建築ストックの省エネ性
能の向上に関する研究

•コンクリート系新材料の建築
物への適用促進に関する研
究

•③建設材料・機械・監理プロ
セスでのCO2排出削減効果
の定量化等に関する研究

•カーボンニュートラルに向け
た下水道技術に関する研究

•国際海上コンテナ背後輸送
の効率化方策に関する研究

•スマート交通推進（自転車利
用促進・道路交通円滑化等）
に関する研究

再エネ普及

•カーボンニュートラルに向け
た下水道技術に関する研究
（再掲）
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→ ①～③の研究課題（青字）を個別に紹介



国土技術政策総合研究所①中大規模建築物における木材利用促進に関する研究
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国土技術政策総合研究所①中大規模建築物における木材利用促進に関する研究
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国土技術政策総合研究所①中大規模建築物における木材利用促進に関する研究

15

研究内容・成果の詳細は、以下のWebサイトでご覧になれます。

○研究内容・成果
国土技術政策総合研究所 建築研究部
「新しい木質材料を活用した混構造建築物の設計・施工技術の開発」
https://www.nilim.go.jp/lab/hbg/mmw_hp/mmwsample.html

○パンフレット
https://www.nilim.go.jp/lab/hbg/mmw_hp/pamphlet.pdf

○研究成果報告書
国総研研究報告 No.69
「新しい木質材料を活用した混構造建築物の設計・施工技術の開発」
https://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/rpn/rpn0069.htm



国土技術政策総合研究所②沿岸環境保全技術における炭素貯留効果の最大化手法の開発
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国土技術政策総合研究所②沿岸環境保全技術における炭素貯留効果の最大化手法の開発
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国土技術政策総合研究所②沿岸環境保全技術における炭素貯留効果の最大化手法の開発
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国土技術政策総合研究所②沿岸環境保全技術における炭素貯留効果の最大化手法の開発
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国土技術政策総合研究所

・建設材料や建設関連貨物などサプライチェーンを含めた建設現場におけるCO2排出量は、全排出量の約１割強。
・2050年カーボンニュートラル実現に向け、インフラ分野においてはサプライチェーンを含めた建設・維持管理段階全体で、脱炭素化の取組を進めていく必要がある。
・低炭素化に資する技術は既に存在しているものの、建設工事に係る技術や工法によるCO2排出削減効果の評価手法は統一されておらず、適切な評価基準が不足し
ていることが、建設分野全体のGX化の障壁となっている。
・本施策は、建設材料・機械・監理プロセスを対象に、CO2排出削減量算定マニュアル等の策定を行うことで、建設分野のGX化を図る。

背景・課題

建設分野における2050年カーボンニュートラル化のイメージ全排出量における建設業(土木・建築)の排出量割合

建設業（土木・建築）計：概ね１割強 ※道路、治水、下水道、公園、港湾、空港における排出量の試算値（維持管理段階については空港を除く）
※Scope1：事業者の直接排出、Scope2：事業者の間接排出、Scope3：サプライチェーン排出
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民間・大学による技術開発

CO2排出削減量算定
マニュアル等の策定

本施策の実施内容

建設業（土木・建築）計：概ね１割強

20
50
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

GX実現に向けた基本方針 ：「建設施工に係る脱炭素化の促進を図る」
統合イノベーション戦略2022：「ＣＯ2削減に資する材料については、…開発した材料の現場への導入を推進」

各種政府戦略において施策内容を位置づけ

G
X

に
資
す
る
取
組
に

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
付
与

③建設材料・機械・監理プロセスでのCO2排出削減効果の定量化等
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※ 内閣府科学技術・イノベーション推進事務局 「研究開発とSociety5.0との橋渡しプログラム（BRIDGE）」事業により研究を実施


